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研究成果の概要（和文）：本研究は、「寄付金控除」による還付施策と「マッチング寄付」による上乗せ施策が
寄付行動に与える影響を経済実験を使って比較した。日本全国の調査会社の回答モニターを対象に、金銭的報酬
で動機づける経済実験を行った（N=2,300）。分析の結果、優遇率が同じでも、寄付するときの自己負担額を還
付によって下げる寄付金控除に比べて、第三者の上乗せによって下げるマッチング寄付の方が高額の寄付を誘発
する効果が大きいことが分かった。この結果は、海外の一連の先行研究で観察された結果と一致している。日本
でも、マッチング寄付が寄付行動を促進する効果が相対的に大きい可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：I use a Japanese nationwide sample and experimentally compare rebate and 
matching, both of which are intended to lower the price of monetary donation. Economic theory 
predicts that the two schemes will have the same effect on individuals’ donation behavior when 
their donation price is equal. However, I conduct an incentivized online experiment on 2300 Japanese
 residents, and find that matching, which lowers the donation price by adding a contribution from a 
third-party, increases individuals’ donation expenditures compared to rebate, which lowers it 
through a refund from a third-party. The experimental result shows that the donation expenditure in 
a 50% rebate drops by approximately 126 Japanese yen compared to the control, while in a 1:1 
matching with essentially the same price of donation as the 50% rebate, the expenditure conversely 
rises by approximately 56 Japanese yen. This tendency is consistent with the results of previous 
experimental studies comparing the two schemes.

研究分野：行動経済学

キーワード： 寄付金控除　マッチング寄付　フレーミング効果　行動経済学　実験経済学　フィールド実験　オンラ
イン実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
寄付金控除は、個人寄付を誘発する目的から多くの国で採用されている制度の一つである。しかし、その寄付金
控除が政策担当者の期待ほどは寄付行動を誘発しない可能性が指摘されてきた。日本でも、寄付金控除が効率的
に個人の寄付行動を促進できていない可能性を示唆する背景事情が複数存在する。第一に、過去に日本政府が寄
付金控除の優遇内容を充実させてきたにもかかわらず利用率は低いままであり、日本の個人寄付の水準もまた国
際的に低いままである。第二に、日本で寄付金控除を利用するときの追加負担が諸外国に比べて高い可能性があ
る。より効率的に寄付行動を促進できる、寄付控除以外の施策を探究することは日本の政策的に重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 寄付金控除は、個人寄付を誘発する目的から多くの国で採用されている主要な方法の一つで
ある。この制度の下である年の所得を申告する際、その年に行った寄付も合わせて申告すること
で、所得税額が一定程度控除される。その控除により寄付の価格が実質的に下落するので、個人
がより寄付しやすくなる効果を政策担当者は期待している。例えば、仮に 10,000 円寄付するこ
とで 5,000 円の所得税が減免されれば、それは 5,000円支出することで 10,000円が寄付できる
ことを意味する。しかし、その寄付金控除が政策担当者の期待ほどは寄付行動を誘発しない可能
性が指摘されてきた。潜在的な阻害要因の一つは、寄付控除の優遇を受けるために寄付の記録を
保管し、所得申告時に申請しなければならないという手続きコストである。ほとんどの労働者が
デフォルトで確定申告を行い、多くの寄付者が控除の恩恵を享受していると言われている米国
でさえ、申告されるべき寄付額と実際に申告された寄付は一致していないという。 
 マッチング寄付は、寄付金控除と同様に寄付の価格を下げる方法である一方で、控除より効率
的に寄付行動を促す可能性が経済学の実験研究によって指摘されてきた。例えば、1:1マッチン
グという制度の下で 5,000円寄付すれば、企業や財団などの第三者が同額を上乗せして、10,000
円にして寄付先に届ける。言い換えれば、10,000 円を寄付するために、個人は 5,000 円を負担
すれば良い。これは、寄付金控除において 10,000 円を寄付した際に、所得税の減免という形式
で 5,000 円返金される場合と同じである。しかし、仮に優遇内容が同一であっても、寄付金控除
の返金のフレームよりもマッチング寄付の上乗せのフレームの方が、寄付者率や平均寄付額を
高めるという結果が統制された実験室実験で発見されてきた（Eckel and Grossman, 2003）。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本で初めて寄付金控除とマッチング寄付を実験的に比較し、この国でも、マッチ

ング寄付の方がより効率的に寄付行動を促進するのかを検証するものである。同様の検証をな
ぜ日本で改めて実施する必要があるのだろうか？何故なら、日本においても、寄付金控除が効率
的に個人の寄付行動を促進できていない可能性を示唆する背景事情が複数存在するからである。
第一に、過去に日本政府が寄付金控除の優遇内容を充実させてきたにも関わらず、その利用率は
低いままであり、日本の個人寄付の水準もまた国際的に低いままである。第二に、日本で寄付金
控除を利用するときのコストは、諸外国に比べて高い可能性がある。したがって、より効率的に
寄付行動を促進できる寄付控除以外の施策を探究することは政策的に重要である。 
 
３．研究の方法 
本研究の経済実験はインターネット調査会社に委託して実施した。調査会社に登録する回答

モニターから性別と年代（20 歳から 69 歳まで）の割合が均等になるように抽出して、抽出され
たモニターを対象にオンラインで経済実験を行った．結果，2,300件の有効回答と実験データを
回収した。 
本研究の経済実験は、3パートに分かれるており、一つ目のパートは、社会選好・時間選好・

リスク選好などの行動経済学的特性を把握するための質問や、過去の寄付金額などの寄付経験
を把握するための質問を設定したアンケート調査である。二つ目のパートで、ランダムに回答者
を、寄付金控除の介入群、マッチング寄付の介入群、いずれの優遇も受けない統制群に分けて、
それぞれの条件の下で寄付行動を把握する経済実験を行った。優遇率の観点から寄付金控除と
マッチング寄付をそれぞれ 2 群ずつ設定した。回答者は 5 つの群のうち、いずれか 1 つにラン
ダムに割り当てられた。そして、世界各地で植林活動を行う NPOを寄付先に対して、1,000 円の
予算から何円寄付するかを回答することを回答者は求められた。三つ目のパートは，ランダム化
によって影響を受けない、性別・年齢・居住地・学歴・家族構成・世帯年収などの社会経済的な
属性を把握するための質問を設定したアンケート調査である。本研究では、社会経済的属性変数
の観点から群間比較を行い、それらの変数の観点から適切にバランスされていることを確認し
ている。 
 
４．研究成果 
結果として、たとえ優遇率が同じであっても、寄付するときの自己負担額を下げる還付により

寄付金控除に比べ、第三者の上乗せによって下げるマッチング寄付の方が、より高額の寄付支出
を誘発する効果が大きいことが分かった。具体的には、図 1が示すように、50％の寄付金控除に
割り当てられると、実際の寄付支出額が統制群に比べ約 126 円下落するのに対し、100％マッチ
ング寄付（実質的に、50％控除の優遇内容と同じ）に割り当てられると、逆に実際の寄付支出額
が約 56円上昇した。この結果は Eckel and Grossman（2003）及び一連の先行研究で観察された
結果と一致している。様々な頑健性の確認を行った上で、日本でも、マッチング寄付が寄付行動
を促進する効果が相対的に大きいことが明らかになった。 
 経済企画庁（2008）によれば、これまでの日本のマッチング寄付は「社員がある団体に寄付し
たときに、企業がその寄付金に上乗せして寄付金を拠出する仕組み」として狭義的に理解される
ことが多く、従業員の社会貢献活動を促進する仕組みとして採用されることが多かった。一方で、



日本経済団体連合会（2011）が実施した調査によると、回答した 425 社のうち約 8 割の企業が、
2009 年度の時点でマッチング寄付の制度を導入していないことが分かっている。本研究の成果
を踏まえると、日本の個人寄付総額を拡大させることを目的とするなら、マッチング寄付の採用
企業数をどのようにして増やすか、マッチング寄付の仕組みを企業外にどのように展開させる
か、を検討する価値が十分にあると言える。 
 本研究の成果をまとめた学術論文は The Japanese Economic Reviewに採択され、掲載されて
いる（Sasaki, Kurokawa and Ohtake, 2022）。 
 

図 1. 実際の寄付支出額 

 
備考：controlが統制群，rebate が寄付金控除，matchingがマッチング寄付を表す。 
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